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2K09 デ ジュール標準化における 戦略的提案 

0 吉川 @ 泊 ( 島津製作所 ) , 横田 真 ( 経 産省 ) 

1. はじめに 加盟国に対して、 強制規格、 任意規格、 適合性評価 手 

1995 年の WTO/TB 丁 協定の批准により、 国内 楳続は ついて、 その運用に関しては 内国民待遇・ 最恵国待 

準 が国際標準に 基づくことが 要請されるようになった。 こ 遇の付与、 制定については 国際規格やガイドを 基礎とし 

の結果、 国際標準化活動体グローバル な 商取引と産業 て 制定すること 及び必要な公告手続きを 行い、 他の加盟 

競争力の確保に 大きな影響力を 持つに至った。 現在政府国等の 意見を受け付けること 等を義務づけている。 また、 

内では国際標準化活動の 重要性が広く 共有され、 様々な強制規格及 び 適合性評価手続の 結果については、 他国 

政策に反映されている。 産業界にあ っては、 一部の業界のものが 自国のものと 異なる場合においても、 それらが 

では国際標準化の 重要性の認識が 進んでいるものの、 同等であ ると認められる 場合はできるだけ 受入れることと 

全産業を傭 敵 すると、 国際標準化活動はボランタリ 一なされている。 

ものとして位置づけられている 場合が多い。 このような 状 WTTO/TBT 協定を批准した 結果、 輸出の際に個別の 

現下において、 我が国の基準認証政策のミッションの 一国ごとの国内標準に 合致させる必要がなくなる 一方、 国 

つは、 企業経営者層や 事業戦略 スかノブ における国際 標際 標準に合致していない 製品の輸出は 困難になった。 さ 
準 化の意義と価値の 共有であ り、 その結果として 企業のらに、 新しい技術を 開発しても、 別の技術を元にした 製品 

利益に結 び つく戦略的な 国際標準化活動の 推進であ る。 が国際標準化されると、 当該技術はサンクコスト 化してし 

昨年度の本学会において、 日本発の国際標準化提案まうというルールになった。 逆に自国の技術を 国際標準 

をおこなっていく 経済産業省委託事業にマネジメントサイ 化できると、 世界市場において 強い競争力を 持つことが 

クル を導入し、 事業効率を向上させた 内容の紹介をおこできる。 このことは、 標準化が産業競争力確保のキーファ 

なった。 本報告はその 継続発表であ る。 マネジメントサイクタ 一の一つになったことを 示している。 

勿レ 2 年目となり、 事業推進主体の 業界団体及び 学会の 

当事者にインタビューを 行なった結果、 より木質的な 問題 3. 標準化活動の 動き 

が 顕在化してきている。 国際標準化は 、 ① 旧 0( 国際標準化機構 ) や正 C( 国際 

電気標準会議 ) のような国際標準化機関で 策定される デ 

2.WTTO/TBT 協定Ⅱ ジュール標準、 ②単独の企業の 製品が市場において 圧 

TBT 協定とは、 ]979 年 4 月に国際協定として 合意さ 倒 的な競争力を 具えていることにより、 事実上の国際 棲 

れた GA-n 丁 スタンダードコードが「 994 年 5 月に 丁 BT 協定 準 となっている デ ファクト標準を 両極端に 、 ③業界企業が 

として改訂合意され、 1995 年 ] 月にⅥ 斤 0 協定に包含 さ 自主的に集まり 策定したフォーラム 標準及び④複数の 企 
れたものであ る。 丁 BT 協定は WTO 一括協定となっており、 美辞が事実上の 国際標準化を 競うコンソーシアム 標準 

WTO 加盟国全部に 適用される。 TBT 協定は、 工業製品 ( フォーラム、 コンソーシアムの 定義は公正取引委員会報 

等の各国の規格及び 規格への適合性評価手続き ( 規格・ 告 2) による ) が知られている。 

基準認証制度 ) が不必要な貿易障害とならないよう、 国 従来、 標準は品質の 確保や互換性の 担保などを目的 

除 規格を基礎とした 国内規格策定の 原則、 規格作成のに 策定されることが 多かった。 しかし現在では、 技術の子 

透明性の確保を 規定している。 これらにより、 規制や規格ジタル 化とともに、 他の機器との 接続を担保する 目的で 

が各国で異なることで、 産品の国際貿易が 必要以上妨げ 標準化が行われる 事案が増加した。 前者をクオリティ 榛 

られること ( 貿易の技術的障害Ⅰ echnical Ba ㎡ ers t0 準 、 後者をインターフェース 標準と呼ぶ 3) 。 

Trade) を、 できるだけなくそうとしている。 上記のような 環境変化に伴い・ ]997 年、 日本工業 標 
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単調査会国際都会答申として、 今後の我が国の 国際標の仕組みを 例に取ると 図 1 のようになっている。 

準 化政策の在り 方を発表後、 2000 年 5 月に 2] 世紀に 150 における国際標準は、 分野別に設甘された ]88 の 

向けた標準化課題検討特別委三会報告 ヰ 。 ) を 発表し、 楳 TC(technical comm 廿 ee: 専門委員会 ) 及びその下部組 

準 七三一 ズを 具体化するための 標準化戦略・ 国際標準 織 であ る 546 の SC(sub comm 肚 ee: 分科委員会 ) におい 

七戦略の必要性、 標準化政策と 関連の深い知的財産権 て 策定並びにメンテナンスが 行われる。 個々の国際標準 
政策や技術政策の 方向性及 び これらの方向性を 導くた案は、 これらの元に 設置される 2247 の WG(wo 目 ng 

めの受け皿となる 新たな工業標準化システムのあ り方を group: 作業グループ ) で 審 註される。 丁 C 及び SC には 幹 

提言した。 また、 200] 年 8 月に標準化戦略引を 発表した。 事 国が設けられ、 事務処理を行 う とともに国際会議を 主 

「総論 綿 」では、 改めて標準化戦略策定の 背景及 び 目的催する。 wG ではグループのリーダーとしてコンビナーが 

を 明らかにするとともに、 標準化政策を 巡る国際動向等 議 きを取り纏める ( 数値は 2003 年末現在の数 ) 。 

を整理した上で、 我が国の楳 準化 戦略を簡潔にとりまと ISO への参加は各国の 国家標準化機関に 一元化され 
めた。 一方、 「各論 細 」では、 分野ごとに、 標準化 三 一 ズ ている。 丁 C や SC における意志決定は、 参画している 国 

及び デ ジュール標準制定の 状況を踏まえた 上で、 デフ ァ家 標準化機関による 一国一票の投票により 行われる。 当 

クト標準形成の 動向を整理しっ っ 、 標準化，国際標準化 該 Tc または Sc への参画は各国の 自由意志であ る。 

活動の問題点・ 課題及びその 対応策を明らかにした。 更 
「一一 株 "" 会 一 。 " 回穏   

に、 2004 年 6 月、 国際標準化活動基盤強化アデン コ ンプ     禽 
ラン 6) をとりまとめた。 ここでは、 産業界が主体的に 国際     
標準化活動を 担い、 政府をぼじめとする 関係機関が効果     

的な支援を側面的に 行えるよう、 体制を整備し、 戦略を実 
施していくため、 国際標準化活動に 携わる各当事者の       -- a """ 一 合評 (CASCO) 任 委員会   
かりやすく明示した。 WVTO Ⅰ TBT 協定を受け、 我が国で 「誰が」「何を」「どのように」進めるのかをできるかぎり 分   一一一一 発展途上目対策委貝金・ (DEvco) " 一一 "     

  

きた。 しかし、 技術内容が古く 陳腐化している、 我が国の   
実席 には合致していないなど、 国際標準には 問題のあ る 

  
場合が少なくない。 このような、 我が国から観て 不都合の 図 ] ISo の組織構造 

あ る国際標準を 修正し、 JIS 規格の内容を 国際標準に組 

み 込んでいく事業として、 「 998 年度から国際規格適正 国際標準菜の 審議ステージは、 標準化活動を 行うかど 

化 調査研究卒業を 継続している。 ぅ かを検討する 予備段階、 標準化の範囲を 決める提案 段 
この調査研究は、 日本発の提案で 国際標準の制定や 階、 標準案の検討を 行う作成段階、 各国からの意見の 検 

改定を目指すため、 しばしば諸外国と 利害が対立する。 討を行 う 委員会段階、 主として標準案に 対する投票を 行 

従前ではそのような 場合には、 事業として頓挫するか 長う照会段階及び 承認段階を経て 規格票として 発行される。 
期間膠着状態になることが 多かった。 そこで個別案件 ご 各会議ステージに l ／ 6 ケ月 以内等の時間的制約条件が 

とに環境分析を 実施し、 C 而 ca@ Success Factor を抽出、 定められているものの、 往々にしてより 長期間を要する 

集中して実施することで、 所期の目標を 達成する事例が 場合があ る。 
でてきた。 ISO 、 IEC への我が国参加機関は、 経済産業省がき 務 

局を務めている 工業標準調査会 ( Ⅲ SC) であ る 7) 。 Ⅲ SC 

4. 際 標準化機関の 仕組み は 、 丁 C や SC の活動 に 関係の深 い 業界段階、 学会等を 

ISO や IEC の国際標準化機関では、 各国標準化機関の 当該 TC や SC に対応する国内 審護 団体として指定し 、 そ 

代表が集まり 標準化活動を 実施する。 その構造は、 ]SO の国内審議団体に 設置される委員会において、 個別の 
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国際標準葉の 検討やメンテナンス 活劫が 行われる。 活動の委託き 業として実施されている。 

の主体は、 大学や研究機関に 所屈する研究者と 企業に 本事業において、 

所属している 研究者及び技術者であ る。 中でも企業の 技 の案件開始双に 事業環境分析を 実施 

術者による貢献が 主要なものであ る。 ②案件ごとに 年度内目標を 明確化、 年度終了後に フ 

欧米諸国では、 国際標準化活勒は 産業界のものとしち イード / もソク を実施 

共通の認識があ り、 国家標準化機関も 国ではなく日本でというマネジメントサイクルを 2003 年度に導入し、 導入 

言うところの 社団法人が、 産業界の代表として 任に当たっ前の 2002 年度に比べ事業効率 ( 国際規格化の 進捗 ) が 

ている。 中でも英国では 産業界が設立した 株式会社が担約 2 倍向上したことを、 昨年度本学会で 発表した 8) 。 200 

当 している。 それに対し、 多くの発展途上国や 中国、 韓国 4 年度にもこの 活 勤を継続し、 更に事業効率を 向上させ 

等のアジア諸国では、 日本同様に国が 国家 楳準 化機関ている。 なお、 卒業効率の評価基準は、 35 の業界団体 

として国際標準Ⅰ ヒ 活動を推進している。 及び学会の担当している 案件総数 172 件の、 提案段階 

このような構造上の 違いにより、 欧米企業では 自らのたから 発行段階までの 6 段階の段階進捗総数を 以って行っ 

めに目瞭 楳準 化を推進するという 考え方が主導的であ るた。 

のに対し、 日本の企業では、 国際標準化は 国の政策であ 件致 

り、 自らはその手伝いをしているという 認識が広く共有さ ] 穏 

れている。 Ⅰ 2O 

100       IEC     ㏄   
㏄   何   20     

ヒニ -  lS 。 。 """"""1" 。 八 。 EC """ の下口笛 。 。 "" 加 。 """ 。 f@ 。 ㏄ " 億中 。 "   段落 " 。 ""    段偕 。 。 ""                   

          支援 2002: 車立改革茸 m 年 2 ℡ ' 亨集 改革 佐 
          lSo/IEC エ 来会・ 口内容 一 学 話 金等 団体， 一 " ・ """" """"" 山榛土車 

  Ⅲ S 工ユ 一一 原案作成田 1 舌 s-a """"" 休   __@,                               図 3 2002 年度～ 2004 年度の国際規格     
適正化卒業の 効率 

図 2 わが国の国際標準化活動の 仕組み 

図 3 によると、 段階の進捗及 び 段階内の進捗件数には 

業界団体や学会の 中には、 国際標準化に 関するノウハ 進歩が見られるものの、 進捗なしの案件数には 大きな 進 

ウを 持たない場合も 多いので、 経済産業省及び 財団法人展が 見られない。 案件を担当している 業界団体及び 学会 

日本規格協会が 側面支援する 仕組みが整備されつつあ にインタビュー し 、 その理由を伺った。 その結果は・ 

る 。 ①技術的な間接点の 未解決による 遅れ 2 件 

②技術的な対立による 合意形成の遅れ 25 件 

5, 国際規格適正化事業 ③市場の対立による 合意形成の遅れ l0 件 

国際規格適正化事業は、 「既存の国際規格又は 国際 ④事務手続き 上の遅れ 8 件 

規格案が技術的進捗にそぐわないこと、 安全性・環境保であ った。 

護 等の視点から 不適当であ ること，特定 国 、 特定地域の のの技術的な 間接点の未解決による 遅れは、 国内で 

基準に傾斜し 国際市場の実態に 合致していないこと 等にの検討時には 問題視して い なかった技術的な 問題点を 、 

より、 JIS( 日本工業規格 ) を国際規格に 整合させることがワーキンググループでの 検討時に外国委員から 指摘さ 

不適当なものについて、 国際市場桂を 有する JIS を基礎 ね 、 対応に時間を 要したものであ る。 

とした国際提案を 行 う 」という趣旨に 基づき、 経済産業省 ②の技術的な 対立による合意形成の 遅れは、 国益を 
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勘案して参加してくる 諸外国委員との 意見の違いであ り、 る 国際標準化ルールの 変更を提案していく 必要があ ろ 
あ る程度は予め 予想されたものであ る。 しかし、 この部分 う 。 

で 成果を上げていくことが 国際規格適正化事業のき ソ ショ 

ンであ る。 企業単位のアライアンス や 主要国顧客への 日 6. おわりに 

本 企業の訴求等で、 技術的な対立から 市場ルール へと ISO 及びⅠ 三 C で推進されている チ ジュール国 際 標準化 

変質させることで、 この問題点を 克服することを 目指して活動は、 欧州の産業界が 自らの利益のために 作り出した 

いる。 この問題では 個別企業がアライアンスの 助 きかけ仕組みを 発端としている。 一部の例外を 除いて日本がこ 
を 進めている案件もあ るものの、 成果を得るにはまだ 時の活動に積極的に 関与し始めたのは、 ]995 年の WTO 
間 が必要な場合が 多い。 /TBT 協定発効後であ った。 この ]0 年間で国内体制の 

③の市場による 合意形成の遅れには、 現在の国際 楳 整備が進み、 戦略的な国際標準化の 取り組みも進展が 
準化活動の本質的な 問題点があ る。 即ち、 ISO や IEC は見られるようになった。 しかし、 米、 英、 独、 仏の諸国に比 

元々欧州諸国が 先導して活動の 拾を広げてきており、 欧 べると、 国際標準化活動に 関する戦略上の 蓄積は遠く及 
川諸国には、 国際標準はわれわれのものとしちメンタリばないとしちのが 事実であ る。 

ティが存在している。 これに対し、 非欧州諸国が 中心とな 今後も継続して 戦略的な国際標準化提案を 行 う ことで、 

り近年 MarketRelevance ( 国際市場性 ) の考え方が導日本の 関係業界団体や 学界等の国際標準七審議団体 

入された。 国際標準化の 国際市場性とほ、 「国際標準としの 間で・国際標準化の 戦略を広く共有されるようにしてい 

て制定するには、 少なくとも世界市場の 過半をかく一すく 必要があ る。 
る 必要があ る」としう内容であ り、 暗に特定の地域のみで 

使用される地域標準は 国際標準化しないことを 宣言して 

いる。 例えば使用技術が 米欧 日 03 極で異なっており、 参考文献 

椿市場規模が 大きく違わない 場合にほ、 3 極で共通に使 ]) WTTC@/ 丁日下協定 
用 できる部分のみを 国際標準とするか、 または 3 極で使 h 甘 p://WW 山 sc. 坤 ・ jp/c ㏄ 叫轍 ion/M ザ吐 b ト ref.htmml 

円されている 地域規格や国家規格を 並列に記載した 国 2) 技術標準と競争政策に 関する研究会報告 キ 2 ㏄ ]   
際 標準とすることが 求められている。 この国際市場性に ht ぬ ・ //Www Ⅵ fHo. 的 jp/p 「 essrelease/0l.july/010725.p 匝 
関する国 際 標準化ルールの 変更は、 それまで「国際標準 3) 土井敬之，技術標準と 競争・日本経済評論社 2 ㏄ ]   
は 世界で一 つ 」という原則論に 終始してきた 理想論から 4) 21 世紀に向けた 標準化課題検討特別委三会報告 手 
の ドラスティ、 ソク な変更であ った。 しかし、 市場性を導入し ht ぬ // Ⅵ 川 ・ m 田 ・ 9 。 @JP 在 。 db, 。 Ⅴ d 。 w 。 l 。 ， 面に 斬 ㏄ 51 脚 巾 ㎡ 
た ルール変更を TC や SC の幹事国や会議議長が 理解し 5) 標準化戦略 

ていない場合には、 ③の問題が発生する。 この問題に関 ht 塘 //ww 州州 ・ meti.go.jp/ ㌍ 四 Ⅳ doWloa ㎝ es/e10831bj.p ㎡ 
しては、 国 際 標準化団体中央事務局を 始めとする上位 組 6) 国際標準化活動基盤強化アデン コ ンプラン 
被から、 当該組織に対し 適切な指示や 指導するよう 要請 h 廿 p://wwW,jisc. 的 @jP/ 四 Ⅱ cy/pdf/actio"dan-aH.p ㎡ 

している。 7) 日本工業標準調査会ホームページ 

最後の④の事務手続き 上の遅れは、 一見幹事国の 事 h 坤 ⅣⅦⅦⅠ sc. 紬 @jP/ 

務 処理能力の問題と 思われるが、 ほとんどは自国内企 8) デ ジュール標準化における 戦略的提案について 吉 
業 が国際競争力を 持たず、 日本の技術が 国際標準化さ 川治 ，研究・技術計画学会第 ]9 回年次学術大会講演 
れると自国産業が 瓦解してしまう 幹事国のサボタージュ 要旨 集 586 (2E21). 

であ った。 これに対しては、 日本企業からのアライアンス 

を 胡 きかけているだけではなく、 ③と同棟に国際標準化 

ルールに従うよう 上位 組 被から指示、 指導を要話してい 
る。 また、 今後はこの種のサボタージュに 対しては、 幹き 

国の移動やワーキンググループ 議長の交代を 義務 つ け 
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